




























































































































































































定義規定（第 2 条第 4 項）によれば，自動車運送取扱事業とは「他人の
需要に応じ，有償で」次に掲げる行為を行うものをいう，としている。具
体的には①自己の名をもつてする自動車運送事業者による貨物運送の取次









ただし，第83条には欠格事項が定められ同条各項（ 1 ～ 6 ）の事由に該
当する場合には登録を拒否しなければならない，とされている。このうち，
第 1 項～第 4 項については自動車運送事業と同様（第 6 条第 2 項 1 ～ 4
号）であるが，「事業に必要な施設であつて運輸省令で定めるものを有し
ない者」（第 5 項），「当該事業を遂行するに足る資力信用を有しない者」




































































































昭和23年 4 月 6 日付けで「経済関係諸法令の改廃に関する意見」を関係各
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年度末 路線トラック 区域トラック 小　型 特定貨物 霊柩 合　計
昭25 282 1,108 ― 273 ― 1,663
　26 332 1,192 378 325 260 2,487
　27 363 1,741 1,014 400 282 3,800
　28 440 2,319 1,979 501 275 5,514
　29 483 3,473 3,185 518 318 7,977
　30 528 4,280 4,043 583 345 9,779
　31 527 5,018 4,609 604 385 11,143
　32 538 5,248 5,283 669 425 12,163
　33 541 5,750 5,647 692 462 13,092
　34 539 6,250 6,015 740 503 14,047
　35 533 6,533 6,484 809 573 14,932
　36 525 7,661 6,907 908 630 16,631
　37 515 8,127 7,495 979 683 17,799
　38 505 9,025 8,495 975 730 19,209
　39 493 9,867 8,643 1,030 783 20,668
　40 489 10,725 8,643 1,094 781 21,732
　41 480 11,685 8,523 1,153 952 22,793
　42 470 12,318 8,372 1,163 937 23,260
　43 458 11,848 7,751 1,034 972 22,063
　44 439 12,833 8,405 1,042 1,052 23,771
　45 425 14,028 8,532 1,101 1,157 25,243
　46 400 23,769 1,028 1,216 26,413
　47 395 25,991 1,025 1,294 28,625
　48 388 27,018 1,091 1,312 29,809
　49 383 27,293 1,103 1,362 30,141






















2 － 3 　昭和28年改正法について
⑴　昭和28年改正の背景
昭和26年に装いも新たに制定された道路運送法は， 2 年余で再度の改正






















































































































業の免許基準が定められた（第 6 条第 2 項）。（38）
昭和28年改正法の免許基準の改正は，後述の「公聴会」の廃止と相俟っ
18



























































































































































































































（第 3 条第 4 項 2 号）。従前は有償であるか無償であるかを問わず一律にそ
の営業は免許制とされてきたが，今次改正により無償で行う自動車運送


















出の義務（第45条の 2 第 1 項）
イ）事故を起こした際の届出の義務（第45条の 2 第 3 項において準用する
第25条）
ウ）運行管理者の選任等の義務（第45条の 2 第 3 項において準用する第25
条の 2 ）
エ）輸送の安全等に関し運輸省令で定める事項の遵守義務及び輸送の安全
確保のための命令（第45条の 2 第 3 項において準用する第30条）
オ）当該事業の経営により一般自動車運送事業の経営及び事業計画の維持
を困難とするため公衆の利便を阻害することの禁止及びそのような事
態が生じた場合の措置（第45条の第 2 項並びに同条第 3 項において準
用する第45条第 8 項及び第 9 項）
カ）事業を廃止，譲渡又は相続する場合，法人が合併又は解散する場合等
















































































86条第 3 項及び第 4 項）
エ）登録事項を変更した場合の自動車運送取扱事業者への通知を廃止（第






































































































































（22）　『独占禁止政策五十年史（上巻）』（公正取引協会　平成 9 年 9 月）30～31頁。
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（47）　「運輸行政政策部会報告について」『運輸調査月報』第10巻第 5 号（昭和43年 8
月）21～25頁。
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成 7 年 2 月）参照。
（52）　「貨物自動車運送事業の免許及び認可申請等の処理について」（昭和45年 6 月15
日）自貨第167号。
（53）　具体的には，同通達「別紙（1）（2）（3）」を参照されたい。
（54）　森田　朗『許認可行政と官僚制』（岩波書店　昭和63年 1 月）186頁。
（55）　武石　前掲書　 7 頁。
（56）　衆議院「内閣委員会」（昭和46年 4 月16日）における小林正興（運輸省自動車局
業務部長）政府委員の発言。
（57）　同上。
（58）　事業者側では従来から「…自家用トラックは『無償貨物自動車運送事業』として
規制される…」との認識があった。（社）全日本トラック協会『トラック輸送40年
のあゆみ』（昭和63年 3 月）126頁。
（59）　武石　前掲書　 8 頁。
（60）　同上書　 9 頁。
（61）　奥山正晴『トラック運送事業の法制と実務』（輸送経済新聞社　昭和55年 2 月）
33頁。
　　　なお，事業の限定とは「一般貨物自動車運送事業（路線，区域とも）においては，
法律上その業務を限定して事業の経営が出来ることになっている。業務の範囲を限
定するということは，当該事業者の相手となる荷主を限定（これを荷主限定という
が，この場合は通常三者の荷主以内とされる）する場合と，その取り扱うべき貨物
の品目についての限定（品目限定事業という）である。また事業の経営期間を定め
て（期間限定事業という）一定期間内において事業を経営することもできる」こと
をいう（同書　32頁）。
（62）　同上書　15～16頁。
（63）　岡野行秀『陸運業界』（教育社新書　昭和53年12月）85頁。
（64）　武石　前掲書　18～19頁。
（65）　衆議院「内閣委員会」（昭和46年 4 月20日）議事録参照。
貨物自動車運送事業政策の変遷（Ⅳ）
37
（66）　衆議院「内閣委員会」（昭和46年 4 月16日）における，小林正興政府委員（運輸
省自動車局業務部長）の答弁。
（67）　衆議院「内閣委員会」（昭和46年 4 月16日）における，大出俊委員と政府委員の
論議を参照されたい。
（68）　同上書　20頁。
（69）　同上書　20～21頁。
（70）　貨物自動車運送事業者の団体は，昭和23年に任意団体として設立された「日本ト
ラック協会」が昭和29年に「社団法人日本トラック協会」となり，また昭和44年に
は「（社）日本トラック協会」（略称「日ト協」）と「全国陸運貨物協会」及び「全
国貨物運送事業組合連合会」が統合され，現在の「社団法人全日本トラック協会」
（略称「全ト協」）となっている。
（71）　『トラック輸送40年のあゆみ』（全日本トラック協会　昭和63年 3 月）153頁。
